
１ はじめに

通信分野の技術変化と、これに合わせる形で通

信放送の融合など市場構造の変化が急速に進展し

ている。このような変化への対応という点で競争

的な市場構造の構築が望ましいシステムであるこ

とは疑いの余地はない。

一方、電気通信市場においてはボトルネック設

備と呼ばれるアクセス網の存在や各サービスの融

合化に伴う市場支配力の増大可能性など、純粋な

意味での競争の導入が依然困難な分野が存在する。

特に、アクセス網については有効な競争を発展さ

せることが難しく、従来的な公共経済学的な課題

は依然として残りうる。

このため競争がもたらすメリットの享受を可能

にする形での規制政策の実施が必要となる。なか

でも料金政策については、競争のメリットの達成

と独占のデメリットの回避するために依然重要な

政策と思われる。

しかしながら静的な料金規制は、マーケットと

しての魅力を引き下げ、新規参入への誘因をそぐ

ばかりでなく、非効率な事業運営の温床ともなり

かねない。近年、電気通信事業を含め従来の多く

の公益事業規制においてプライスキャップなどの

インセンティブ刺激型の規制が導入されている。

わが国でも、NTTの地域電気通信サービスにつ

いて、２０００年よりプライスキャップ規制が導入さ

れている。これは価格設定について自由度を与え、

費用条件・需要条件に合った料金のリバランスを

可能にすると同時に、情報非対称性に基づく企業
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の費用削減努力の欠如といったモラルハザードの

問題を解消するスキームと考えられている。

そもそも、規制スキームの変更や競争の導入が

行われのは、料金の低下と、それに伴う市場の拡

大が期待されるためである。しかしながら、この

ようなメカニズムが働くためには、規制スキーム

の変更以前に、何らかの非効率性が存在するか、

技術進歩が妨げられていたと考えざるを得ない。

このため効率性の計測および規制スキームの変更

が効率性に与える影響を分析することは、規制ス

キームの選択および政策の効果を予測する上で重

要であると思われる。

本稿では、すでに多様なインセンティブ規制の

導入が行われている米国の地域電気通信事業を対

象として、規制制度の変更に伴い、効率性が改善

されてきたのか、また生産性を向上における効率

性改善の寄与を測ることで、取りうるべき規制政

策の判断基準を提供することを目的とする。

２ 米国の地域通信規制の現状

分析に先立ち、米国各州の地域通信事業規制の

経緯と現状について簡単に整理を行っておく。

米国の電気通信サービスは「市内通信（Local

Calls）」１）「LATA内市外通信（IntraLATA Toll

Calls）」２）「州内LATA間通信（Intrastate Inter-

LATA Toll Calls）」「州際通信（Interstate Inter-

LATA Toll Calls）」に区分されている。米国の

市内電話会社（LECs）は、LATA内３）の市内通話

及びLATA内の短距離の市外通話すなわち

LATA内市外通信サービスを提供している。こ

のような事業者には、ベル系運営会社（Regional

Bell Operating Company：RBOC）と中規模およ

び小規模の独立系電話会社がある。

一方、規制政策の管轄権は連邦と州に分離され

ている。州際通信を連邦通信委員会（FCC）が

規制する一方で、市内電話及び州内通信サービス

は各州の公益事業委員会（Public Utility Com-

mission：PUC）により規制が行われている。表

１に、サービス別に基本的な提供主体と規制主体

を整理しておいた。

州際サービスに対する規制が全国的に統一的な

パターンとなっているのに対し、地域電気通信

サービスに対する規制は、州、事業者、サービス

内容によって異なった規制方式が混合的に採用さ

れていることが多い４）。中心的な規制方式につい

て大きく分類すると、公正報酬率規制（Rate of

Return Regulation：RORR）収 益 分 配 規 制

（Earning Sharing Regulation：ESR）プライス

キャップ規制（Price Cap Regulation：PCR）価

格猶予（Rate Case Moratora：RCM）の４つの

タイプに分けることができる。以下では、効率化

へのインセンティブの付与効果という観点から各

表１ サービス主体と規制主体

市 場

州際通信 州内LATA間通信 市内・LATA内通信

事 業 者 長距離通信事業者 長距離通信事業者 地域通信事業者

規制主体 FCC 公益事業委員会 公益事業委員会

１）基本料金内で通話可能な一定圏内の通信。日本の市内通信のほぼ相当する。
２）LATA 内の通信において、基本料金内でカバーされるローカルエリアを越える地域間での通信
３）LATA（local access and transport area）とは、１９８４年のAT＆Ｔ分割の際、ベル系地域通信電話会社（BOCs）に対して、地
域のアクセス及び伝送の業務を許される範囲として設定された営業区域のこと。

４）各州別・事業者別の料金規制の経緯に関しては、Abel and Cliements（１９９８）を参照。
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規制方式の特徴を整理しておく。

公正報酬率規制は、収益をコントロールする規

制方式で、料金が実現費用とリンクする形で設定

される。実際の運用では、一定の収益範囲を許容

する場合や、競争的なサービスに対して価格設定

の自由を与える場合がある。これまで議論されて

きたように、収益を固定するという点で費用削減

に対するインセンティブが低いと考えられている。

収益分配規制は、収益が一定の値を超えた場合

に、利用者との間で収益をシェアすることになる。

収益に対して一定の自由を認める点で、純粋な公

正報酬率規制と比較して費用削減に対するインセ

ンティブは高いとされるが、許容される収益範囲

が小さい場合はあまり効果は期待できない。公正

報酬率規制からプライスキャップ規制への移行過

程で利用されることが多い。

プライスキャップ規制は、サービス料金の経路

のみを規制する。適用期間においては費用削減に

よる収益増分を獲保することが可能であり、費用

削減のインセンティブが高いと考えられている。

一定以上の収益については消費者への還元を求め

られる収益分配を条件とする場合や上限料金設定

において外生的な指標を利用しない場合などがあ

る。また基本料金については料金凍結を条件にし

ているケースも多くみられる。

価格猶予では、収益が一定水準まで回復するま

での間、料金改定を一定期間中断するという協定

が結ばれる。規制改革時に、過渡的に用いられる

ことが多い。費用削減効果による収益の増加を享

受可能という点で、費用削減に対するインセン

ティブは強いと考えられるが、料金設定の自由度

はない。また設備投資の実施などを条件としてい

ることも多い。

表２は、ベル系の地域電話会社に対する規制方

式の推移をまとめたものである。１９８５年のAT＆

Ｔの分割以降、規制方式が公正報酬率規制から価

格猶予規制、収益分配規制を経て、プライス

キャップ規制へと移行する経緯を数字の上からも

窺うことができる。特に１９９６年の米国電気通信法

改正を前後にしてプライスキャップ規制を採用す

る州が急激に増加しており、１９９９年時点では全体

の７０％のRBOCに対し、プライスキャップ規制方

式が採用されていることになる。

３ 先行研究

これまで、地域通信サービスに対するインセン

ティブ規制導入の効果に関する研究は、長距離通

信市場における研究と比較して、蓄積も少なく、

その効果についての評価も統一的なものとは言い

難かった５）。しかしながら、近年、データの蓄積

表２ ベル系地域電話会社の規制形態の推移（Ai

and Sappington （２００１））

RORR RCM ESR PCR Other

１９８５ ５０ ０ ０ ０ ０

１９８６ ４５ ５ ０ ０ ０

１９８７ ３６ １０ ３ ０ １

１９８８ ３５ １０ ４ ０ １

１９８９ ３１ １０ ８ ０ １

１９９０ ２５ ９ １４ １ １

１９９１ ２１ ８ １９ １ １

１９９２ ２０ ６ ２０ ３ １

１９９３ １９ ５ ２２ ３ １

１９９４ ２２ ２ １９ ６ １

１９９５ ２０ ３ １７ ９ １

１９９６ １５ ４ ５ ２５ １

１９９７ １３ ４ ４ ２８ １

１９９８ １４ ３ ２ ３０ １

１９９９ １２ １ １ ３５ １

５）Kridel et al.（１９９６）
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に伴い、地域通信サービスに対するインセンティ

ブ規制導入の効果に関して、いくつかの新たな研

究成果が報告されている。

通常、インセンティブ規制がもたらす市場成果

の評価項目としては、料金水準、費用水準、生産

性、投資動向、サービス品質、新サービス開発等

が利用される。Ai and Sappington（２００１）では、

ネットワークの高度化、費用、ビジネス用通信料

金に関して、インセンティブ規制の下で一定の成

果が認められる一方で、収入、利潤、総投資、住

宅用通信料金に関しては体系的な影響は見出せな

かったと報告している６）。

Abel（２０００）でも指摘されるように、インセ

ンティブ規制の効果については競争メカニズムに

よる効果と識別することが難しい。特に、地域通

信市場のように、シェア的にRBOCが圧倒的に高

割合を占める一方で、高採算地域を中心として

CLECが部分的に参入しているという市場構造で

は、これら評価項目について事業者の戦略的要素

による影響が反映されてしまうことは十分考えう

る。

このような問題点を踏まえ、本稿では、インセ

ンティブ規制導入の評価項目として通信事業者の

効率性を用いた。インセンティブ規制の導入は一

次的には、通信事業者の事業運営の効率化インセ

ンティブを刺激するすることが期待されている。

また効率性推計において、市内通信サービスに対

象を絞ることで、規制方式を確定するとともに、

競争メカニズムの影響を除くことができるのでは

ないか、と考えた。また規制方式については効率

性改善努力へのインセンティブの強さを反映する

ため、公正報酬率規制とプライスキャップ規制に

ついて、収益分配条件の有無によってそれぞれ別

の規制方式として取り扱うこととした。

４ 分析モデル

規制スキーム変更が事業者の効率性にあたえる

影響を分析するためには、サンプルデータより効

率的な生産活動を表す生産フロンティアの推定を

行い、各事業者の効率性を計測の後、規制スキー

ムにより、これら指標がどの程度影響を受けてい

るかを分析する必要がある。以下では、効率性計

測の手法全般と効率性の概念、効率性と生産性の

関係について簡単に整理を行った後、本稿で採用

した分析モデルの特徴と利用したデータについて

述べる。

４．１ 効率性の推計手法

効率性の判定にあたり、事業者が最も効率的に

事業運営を行った場合に可能となる生産関係を推

定する必要がある。この最も効率的な生産関係

（生産フロンティア）を推定する一般的な手法と

して、ノンパラメトリック・アプローチといわれ

るDEA法（Data Envelope Analysis、包絡分析

法）と、パラメトリック・アプローチと呼ばれる

SF法（Stochastic Frontier、確率的フロンティア

法）が挙げられる。

DEA法は、最も効率的なサンプル点を抱合す

る形で、効率的なフロンティアを確定し、そこか

らの乖離をもって各サンプルの効率性を計測する。

比較的少ないサンプル数でも計測が可能であり、

アプリオリに関数形を特定する必要がないという

メリットがある。ただし、計測される効率性は、

最も効率的なサンプルに対する相対的な概念であ

ることや、統計上の誤差を排除できず効率性の推

計がサンプル上の異常値に大きく影響を受けてし

まうというなどの問題点が指摘されている。

これに対して、SF法は、想定される生産フロ

ンティアに関して、確率的に不確定であると仮定

６）地域通信サービスに対するプライスキャップ規制導入の効果に関する近年の研究成果についてはAbel（２０００）
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して、計量的に推定された生産関数からの乖離を

もって効率性の推定を行う。生産関数からの乖離

を誤差と効率性の合成と捉え、これを分離するこ

とで効率性の推計を行うため、統計上の誤差の影

響を排除することができるというメリットがある。

しかし一方で、計量的な推計にあたり十分な自由

度を確保するためにサンプル数が必要であること

や、想定する生産関数や分布形によって効率性の

値が変化してしまうなどの欠点がある。

本稿では、米国の各地域通信事業者データを

プールしたパネルデータを利用するため、自由度

については一定程度確保可能であること、サンプ

ルに関して、かなり規模の異なるRBOC、CLEC

両タイプの事業者を含めていることを鑑み、統計

上の誤差の影響を受けにくいSF法を採用するこ

ととした。

４．２ 効率性の概念

効率性の計測にあたっては、基準となるフロン

ティアに最も効率的な投入量を利用する投入指向

型基準（Input―Orientated Measures）と最も効

率的な産出量を利用する産出指向型基準（Out-

put―Orientated Measures）がある。投入指向型

の効率性が、産出を一定としていかに投入を減ら

すことが可能かという基準で測らるのに対し、産

出指向型の効率性は、投入水準を変更することな

しに、どれだけ産出を増やすことが可能かという

観点から計測されることになる。SF法に照らし

合わせて言い換えるならば、投入指向型が費用関

数を利用して計測を行うのに対して、産出指向型

が生産関数を想定して計測を行うことを意味する

といえよう。両者は、必ずしも一致するわけでは

なく、フロンティアについて一定の条件を課した

場合にのみ一致する７）。

さらに効率性は、技術効率性と配分効率性の２

つの要素に分解される８）。技術効率性は、技術的

に生産可能な最大点（もしくは最小点）、すなわ

ちフロンティアからの乖離をもって効率性を計測

するに対し、配分効率性は所与の相対価格のもと

で最適な操業点からの乖離をもって効率性を計測

する。

投入指向型のフロンティアを示した図１の左図

を用いて説明しよう。ある事業者が一定の産出水

準の下、Ｐ点で操業を行っていたとしよう。最も

効率的な投入を行った場合の投入水準の軌跡すな

わちフロンティアがSSであるとすれば、事業者

は効率的な生産を行うことで、すべての投入要素

をQP／０Pの割合で一律に削減可能である。すな

わち技術非効率性TE（Technical Efficiency）は、

実際の操業点と技術的な観点から見て最も効率な

投入水準を示すフロンティアとの距離０Q／０P（１

－QP／０P）という形で表される。

一方、投入要素の価格比率（AA）が与えられ

た場合、よく知られているように、最適な操業点

はQ′で表される。この場合、技術的に最適な操

業点Ｑに対して、投入比率の調整を行うことで一

定の産出水準を確保したままで一層の費用の削減

が可能になる。このように価格情報に従って最適

な水準へ調整を行うことで改善される部分が配分

効率性AE（Allocative Efficiency）ということに

なる。RQは最適操業点Q′で操業を行った場合に

削減可能な生産コストを表しているため、Ｐ点で

操業を行う企業の配分非効率性AEはAE＝０R／

OQで表されることになる。

Ｐ点で操業を行う事業者の総効率性EE（Eco-

nomic Efficiency）は、技術的効率性TEと配分効

率性AEの積TE×AE＝（０Q／０P）×（０R／０Q）＝（０R

／０P）で示されることになる。

７）両指標は収穫一定の場合のみ等しくなる。
８）Farrell（１９５７）

８郵政研究所月報 ２００２．６
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以下では、両効率性のうち特に、技術効率性に

着目して考察を行う。

４．３ 効率性・技術進歩と生産性

TFP生産性の変化率に関しては効率性変化率、

技術進歩率、規模の変化率に分解することが可能

である。Coelli, Rao and Battese［１９９８］による

と効率性率・技術進歩率・規模の変化率とTFP

生産性変化率の関係は、以下のように表すことが

できる。

ｓ期とｔ期における生産性の変化を

TFPst＝
TFPt

TFPs
＝

yt／xt

ys／xs
�１

で表されるとする。企業の生産関数を f（x）とし

て、効率性を表す指標をλ（０＜－λ＜－１）とすれ

ば、ｔ期の生産関係は

yt＝λ× ft（xt） �２

と表される。�２式を用いて�１式を書き換えると

TFPst＝
λt× ft（xt）

xtλs× fs（xs）／xs
�３

ｔ期における投入量をxt＝κxsとすると、

TFPst＝
λt

λs
×

ft（κxs）／κxs

fs（xs）／xs

＝
λt

λs
×κ�（t）－１×

ft（xs）
fs（xs）

�４

と表される。�（t）は、生産関数ft（xt）の規模に関

する収穫の程度を表すパラメータで、生産関数が

一次同次の場合�（t）＝１となる。�４式より、

TFPの変化率は技術効率性の変化率λt／λs、規模

の経済性の変化率κ�（t）－１、技術変化率ft（xs）／fs（xs）

に分解することが可能である。

本稿では、上記定式化に基づき、規模に関して

収穫一定のケースに関して、推計された生産フロ

ンティアの技術変化率と効率性変化率からTFP

の変化率について計測を行った。

４．４ 分析モデルの詳細

通常、効率性指標の推計と効率性決定要因の分

析は独立して行われることが多い。しかしながら

効率性推計にあたりフロンティアからの乖離の分

布に関して独立かつ同一性を仮定しているため、

推計された効率性に関して要因分析を行うことは、

効率性推計における分布の仮定と矛盾きたすこと

になる。このような矛盾を回避するために、Bat-

tese and Coelli（１９９５）に基づき、技術非効率性

項が規制ダミーの関数として表される確率論的フ

ロンティアモデルを利用し、効率性とその影響要

因の推定を同時に行った９）。

生産フロンティアについては、トランスログ関

数を用いた。

logYit＝β０＋βklogKit＋βLlogLit＋βMlogMit＋βtt

＋
１
２
［βKKlogK２

it＋βLLlogL２it＋βMMlogM２
it

＋βttt２］＋βKLlogKitlogLit＋βKMlogKitlogMit

＋βKtlogKitt＋βLMlogLitlogMit＋βLtlogLitt

＋βMtlogMitt＋Vit－Uit

i＝１，２，…N，t＝１…T �５

Yitは i事業者の t期における産出水準、Litは労

働投入量、Kitは資本ストック、Mitは中間財投入、

tはタイムトレンドである。VitはN（０，σ２v）の正規

図１ 投入指向型基準と産出指向型基準

Coelli, Rao and Battese（１９９８）より引用

９）詳しくはBattese and Coelli（１９９５）Coelli（１９９６）を参照

９ 郵政研究所月報 ２００２．６



分布に従う誤差項、Uitは、技術非効率性を表す非

負の確率項であり、N（m，σ２）の切断正規分布

に従うと仮定した。また切断正規分布の平均mは

変数d１～d５の関数と想定した。

mit＝δ０＋δ１d１it＋δ２d２it＋δ３d３it＋δ４d４it＋δ５d５it

＋δ６d６it �６

ただしd１itはインセンティブ刺激型ROR規制を

表すダミー変数、d２itは収益分配を伴うプライス

キャップ規制を表すダミー変数、d３itはプライス

キャップ規制を表すダミー変数、d４itは価格凍結

規制を表すダミー変数、d５itは各州の加入者世帯

密度を表す変数、d６itは各事業者の州内での地域

通信サービスのシェアを表す変数である。技術非

効率性の推計値は採用されている規制方式によっ

て影響を受けることになる。

技術非効率性の推計値TEitはexp（－Uit）の期待

値として表される。Uitは非負の確率変数であるた

め、技術的非効率性の推定値は０から１の間の値

を取る。またサンプル別の技術非効率性の推定値、

すなわち i事業者のt期の技術効率性は、（εi＝Vi

－Ui）を所与としたexp（－Ui）の条件付き期待値

E［exp（－Ui）｜εi］として表される。推定にあ

たっては、最尤法を利用した１０）。

４．５ データ

データは１９９１年から２０００年までの米国各州の２８

地域電気通信事業者のデータを利用した１１）。サン

プル数２５６のアンバランス・パネルデータである。

分析対象とした事業者の一覧を表３に示しておく。

産出物Yに市内通話時間、資本ストックKには、

土地・建物・伝送交換施などの純資産額を資本ス

トック指数で実質化した値、中間財投入Mについ

ては、総営業経費を実質化した値、労働投入Ｌに

は、常勤と非常勤職員の合計人数を利用した。規

制方式以外の効率性への影響要因として、各州別

の加入世帯密度、市場シェアを導入した。加入世

帯密度は、加入世帯数１２）を各州の面積で割った値

を利用した。市場シェアについては、各事業者の

地域通話時間を当該州の全事業者通話時間で割っ

た値を利用した。

５ 推計結果

以下では、モデルの係数と効率性の推計結果を

示した後、推計結果に基づきTFP生産性指標の

計算を行う。

確率的生産フロンティアによる係数の推計結果

は、以下の表４のとおりである１３）。要素投入がタ

イムトレンドに対して中立的なケース（ケース

２）と規模に関して収穫一定の制約を課したケー

ス（ケース３）についても推定結果を示しておい

た。いずれのケースにおいても、純粋なプライス

キャップ規制を示す規制ダミーの係数δ３が、有

意水準５％で有意であり、また負となっているこ

とから、生産フロンティアからの乖離を表す非効

率性分布の平均に対して負の影響を与えているこ

とになる。このことは、純粋なプライスキャップ

規制の導入が、地域電気通信事業者の事業運営の

効率性改善にとってプラスの効果を与えたと解釈

することができるかと思われる。

一方、今回の分析においては、その他の規制ダ

ミーの係数については、有意な結果は得られな

かった。すなわち、収益分配条件のついた公正報

酬率規制やプライスキャップ規制について、公正

報酬率規制からの効率性改善に対して単独で明確

１０）正規分布と切断正規分布のたたみ込み対数尤度関数については鳥居（２００１）またＵの平均が関数の場合の対数尤度関数につい
てはBattese and Coellie（１９９３）の付論参照。

１１）データについては、FCCのARMIS及びStatistics of Communications Common Carriersを利用している。
１２）加入世帯数データについてはTelephone Peneteration by Income by Stateを利用した。
１３）推定にあたってFrontier ver.４．１を利用した。

１０郵政研究所月報 ２００２．６



な影響を見出すことはできなかったことになる。

また市場シェアの係数であるδ６についても、す

べてのケースについて有意で、かつ負の値を示し

ている。市場シェアに関してはRBOCが高い値を

示していることを考えると、CLECと比較して

RBOCの効率性が高いことを示していると思われ

る。

生産フロンティアの係数としては、βLt、βMtは

t値が低い値をとっている。技術進歩は投入要素

に中立的であると考えられる。また、いずれの

ケースでもβttの係数が負の値で有意であるが、

ファイバー導入やデジタル化など地域通信におけ

る新たな通信技術の導入が落ちつつ着つつある状

況が反映されていると考えれる。

表３ 分析対象事業者一欄

no 事 業 者 名（略記号） 州 期 間

１ United Telephone of Pennsylvania（UTP） Pennsylvania １９９１―２０００

２ Verizon―Pennsylvania（VP） Pennsylvania １９９１―２０００

３ ALLTEL Pennsylvania（ALP） Pennsylvania １９９５―２０００

４ COMMONWEALTH TELEPHONE（CWP） Pennsylvania １９９１―２０００

５ Ohio Bell Telephone（BO） Ohio １９９１―２０００

６ United Telephone of Ohio（UTO） Ohio １９９１―２０００

７ The Western Reserve Telephone（WRTO） Ohio １９９５―２０００

８ Illiois Bell Telephone（BIL） Illinois １９９１―２０００

９ Michigan Bell Telephone（BM） Mischigan １９９１―２０００

１０ Indiana Bell Telephone（BIN） Indiana １９９１―２０００

１１ Wisconsin Bell（BW） Wisconsin １９９１―２０００

１２ Pacific Bell―California（BC） California １９９１―２０００

１３ Verizon―New Jersey（VNJ） New Jersey １９９１―２０００

１４ Verizon―Virginia（VV） Virginia １９９１―２０００

１５ Verizon―Maryland（VM） Maryland １９９１―２０００

１６ Verizon―Florida（VF） Florida １９９１―２０００

１７ Sprint―Florida（SF） Florida １９９６―２０００

１８ Carolina Tel（CNC） North Carolina １９９１―２０００

１９ Verizon―West Virginia（VWV） West Virginia １９９１―２０００

２０ Frontier Telephone of Rochester（RNY） New York １９９１―２０００

２１ Verizon―Delaware（VD） Delaware １９９１―２０００

２２ Alltel Georgia Communications（ALG） Georgia １９９５―２０００

２３ Central Telephone of Virginia（CTV） Virginia １９９１―２０００

２４ United Telephone of Indiana（UTI） Indiana １９９１―２０００

２５ Nevada Bell（BN） Nevada １９９１―２０００

２６ United Telephone of New Jersey（UTNJ） New Jersey １９９１―２０００

２７ United Telephone of Texas（UTT） Texas １９９２―２０００

２８ Alltel Carolina（ALNC） North Carolina １９９８―２０００

１１ 郵政研究所月報 ２００２．６



次に推計された効率性について見てみる。総平

均効率性はケース１で７１％、ケース２で７２％、

ケース３で７６％である。各ケースについて推計さ

れた事業者の効率性指標の一欄を表５、６、７に

示しておく。各事業者別にみると効率性の推計値

にかなりのばらつきが見られるが、RBOCと

CLECに分けて、それぞれの平均効率性を測って

みると総じてRBOCの効率性が高く、CLECの効

率性は低い値を示している。

ケース１に関して、全事業者、RBOC、CLEC

別に、時系列での平均効率性の推移をグラフに示

しておいた（図２）。１９９４―１９９６年を前後として

効率性の改善傾向が見られる、とりわけCLECの

効率性の改善が著しい。

次に、ケース３の規模に関して収穫一定の制約

を課したケースについて、技術効率性とフロン

ティアの推計値から効率性変化率と技術変化率を

導き、TFP生産性の変化率の計算を行う。効率

性TEitから効率性変化は、

効率性変化＝
TEit

TEis
�７

で表すことができる。

一方、技術的変化は生産フロンティアのシフト

の程度で表わされる。各事業者の t期間の技術的

変化は、推計された生産関数を、tに関して偏微

分することで導くことができる。技術変化が中立

的ではない場合、この技術変化指標は投入ベクト

ルの値によって変化することになる。それ故、s

期と t 期の幾何平均を技術変化率の推定に利用し

た。

表４ 係数推計結果

case１係数 偏 差 ｔ値 case２係数 偏 差 ｔ値 case３係数 偏 差 ｔ値

β０ －１．４７０ ０．８５９ －１．７０９ －０．６７８ ０．７９０ －０．８５８ ５．５１０ ０．２５７ ２１．３８２

βK ５．０９７ ０．６４５ ７．８９２ ４．５８４ ０．５５４ ８．２７５ ２．０６５ ０．４０３ ５．１１７

βL －０．８７３ ０．５７０ －１．５２９ －１．０５８ ０．５１５ －２．０５５ －０．７４２

βM －１．８６９ ０．８３７ －２．２３３ －１．２６３ ０．７３７ －１．７１４ －０．３２３ ０．６２２ －０．５１９

βt ０．１７５ ０．０３６ ４．７４４ ０．１０７ ０．０１３ ７．８３０ ０．１０８ ０．０３７ ２．９１１

βKK －０．９５０ ０．１６６ －５．６９５ －０．９２８ ０．１５６ －５．９４５ －０．７４１ ０．１６５７ －４．４７１

βLL ０．６６６ ０．１９５ ３．４０２ ０．５１３ ０．１７２ ２．９７７ ０．４５７

βMM ０．８３６ ０．４３８ １．９０８ １．１０５ ０．４０７ ２．７１３ １．３５９ ０．４９１ ２．７６８

βtt －０．００５ ０．００１ －４．０５７ －０．００６ ０．００１ －５．１０６ －０．００５ ０．００１ －２．８２０

βKL ０．９２４ ０．３００ ３．０７４ １．３３８ ０．２４９ ５．３６７ １．０６４

βKM ０．６６４ ０．４９２ １．３４９ ０．２２８ ０．４６２ ０．４９４ ０．１６１ ０．５７３ ０．２８２

βKt －０．０６７ ０．０３０ －２．２４０ －０．０１５ ０．０３８ －０．４１０

βLM －２．２０４ ０．５３３ －４．１３１ －２．３１６ ０．４７７ －４．８５０ －１．５２１

βLt ０．０３２ ０．０２５ １．３０２ ０．００１

βMt ０．０３３ ０．０３９ ０．８６６ ０．０１４ ０．０３９ ０．３６２

δ０ ０．６０６ ０．０６０ １０．０１０ ０．６２２ ０．０６７ ９．２０７ ０．７６１ ０．０７９ ９．６２５

δ１ ０．０２４ ０．０７７ ０．３１４ ０．０３０ ０．０８０ ０．３８２ ０．２０１ ０．１２０ １．６７４

δ２ －０．００７ ０．０８７ －０．０８２ －０．０２６ ０．０９５ －０．２７９ ０．０８７ ０．１４６ ０．５９６

δ３ －０．１２１ ０．０５８ －２．０９３ －０．１６６ ０．０５８ －２．８４９ －０．１７０ ０．０８３ －２．０３３

δ４ ０．０９６ ０．０７６ １．２６４ ０．０５１ ０．０８０ ０．６３１ －０．１２５ ０．１３０ －０．９６４

δ５ ０．００１ ０．０００３ ３．５１３ ０．００１ ０．０００３ ３．６７６ ０．００１ ０．０００５ １．８４８

δ６ －０．０１０ ０．００１ －８．４００ －０．０１０ ０．００１ －７．８６９ －０．０２５ ０．００２ －９．４７１

σ２ ０．０６６ ０．００９ ６．６９４ ０．０６６ ０．０１０ ６．６０８ ０．０７０ ０．０１１ ６．３６０

γ ０．９８７ ０．０１０ ９２．５９７ ０．９７５ ０．０２７ ３５．７９３ ０．７６６ ０．０６０ １２．５５９

１２郵政研究所月報 ２００２．６



表５ 事業者別効率性推計値（ケース１）

ALG ALNC ALP BC BIL BIN BM BN

１９９１ ０．９７２８２８ ０．９５１６４７ ０．８４９７３７ ０．９４４５０２ ０．７２１７０７
１９９２ ０．９６５９２６ ０．９４５４３５ ０．９３３４４８ ０．８７４１４ ０．６８００３２
１９９３ ０．９２５０７７ ０．９４１３９７ ０．９２６５１４ ０．８１０６３１ ０．６４７７８４
１９９４ ０．９３６５７４ ０．９３９３７３ ０．９１９４２６ ０．８７０３９ ０．６６０６３６
１９９５ ０．５０００４７ ０．３９８５１６ ０．９３６８８１ ０．９５１９０９ ０．９６１９７８ ０．８３３６７８ ０．６９９８７８
１９９６ ０．７１４５８７ ０．４０５７２３ ０．９６６５３５ ０．９２３３６２ ０．９７８９４８ ０．８０６２７６ ０．７４４７１４
１９９７ ０．９０５７４２ ０．４２４３９ ０．９１４２８ ０．８６８２８８ ０．９７２６０４ ０．７５９８９５ ０．６３２９６２
１９９８ ０．９３２８９１ ０．７２９２２５ ０．４５２３３１ ０．９６７４８８ ０．８７２６０７ ０．９７８７０１ ０．７３９８０４ ０．８５５７０９
１９９９ ０．９４５２９５ ０．６７５６１４ ０．４５１９７４ ０．８９４６５７ ０．８６４７４２ ０．９７８８５８ ０．７６９４５７ ０．８５４５８３
２０００ ０．９４１２２７ ０．７９４０４７ ０．５１６８６９ ０．９３６６６９ ０．７９１８７４ ０．９４７０４ ０．６９５７３６ ０．６９４１１６

BO BW CNC CTV CWP RNY SF UTI

１９９１ ０．９７８５９４ ０．８９３４７２ ０．５１８１１３ ０．５３２６ ０．６８８３４８ ０．５８５７７ ０．５８９２９
１９９２ ０．９５９６１２ ０．８３３３６１ ０．４９９８９７ ０．６０８６２２ ０．６３８５６４ ０．５８３８０７ ０．６０９５０８
１９９３ ０．９５６３５５ ０．８６７１６５ ０．５０４３０６ ０．６１６８１３ ０．５８８４２ ０．６７１０５４ ０．６０５５４５
１９９４ ０．９５９６９６ ０．８４１２７６ ０．５４９６９４ ０．７３２４６４ ０．５６６８５９ ０．７６７３０７ ０．５８５４５
１９９５ ０．９８３２９１ ０．８７４６６１ ０．５４５７４５ ０．７３３２２６ ０．５５２４０７ ０．９４７４１ ０．６１９０６８
１９９６ ０．９８２００１ ０．８５８２２８ ０．５２８７５５ ０．７２６９１７ ０．５９７０３８ ０．９８６１１３ ０．４５８４３ ０．６４５１７９
１９９７ ０．９７１１７４ ０．８０６２９５ ０．５４７９６９ ０．７３５８２３ ０．５９４０１３ ０．９６５１５１ ０．４１５４４４ ０．６５３２７１
１９９８ ０．９７４０１５ ０．８０８８６ ０．６８３７０６ ０．５７２８９１ ０．５３２７７８ ０．８７５７４９ ０．６３７６４６ ０．６９３２１５
１９９９ ０．９８３５９７ ０．７９１９９７ ０．６９０３８ ０．５９６９４１ ０．６１９８０２ ０．８６３８８４ ０．６６２７３６ ０．７７１１４４
２０００ ０．９３２１９９ ０．７８９５９ ０．７７３７３９ ０．６９７３５３ ０．６９７１７ ０．７４１５８１ ０．６９２７１４ ０．７９３０７７

UTNJ UTO UTP UTT VD VF VM VNJ

１９９１ ０．３９４７０６ ０．４９８１０４ ０．３４０８６３ ０．９８００２１ ０．３９５４０９ ０．９５０８６３ ０．７０３５０９
１９９２ ０．３６８８９ ０．４８７５５２ ０．３２６３０８ ０．４１７１０８ ０．９６４４０５ ０．４４９１４９ ０．９２２７５９ ０．６６５９６３
１９９３ ０．３６１８６１ ０．５０５３４９ ０．３４４９９８ ０．３９２５８６ ０．８２８２６ ０．４７１３６７ ０．８８７４８１ ０．６２６７６０
１９９４ ０．３５８９８５ ０．５０６４２７ ０．３４５０９７ ０．４１４１２６ ０．７６４６７９ ０．４９５７１１ ０．９４３０２６ ０．６１０９８８
１９９５ ０．３４７６１８ ０．４９４０４６ ０．３３８５２５ ０．４１９４２７ ０．８６３９６２ ０．５４９５４８ ０．９８１２１４ ０．６７４８８６
１９９６ ０．３１７４１５ ０．４９０３５３ ０．３５９６０３ ０．３２３９５６ ０．９５３２３３ ０．６０１９５ ０．９６２７７４ ０．７０８１８１
１９９７ ０．３１１１０７ ０．４８２４７６ ０．３７０７６２ ０．３４６２８５ ０．９６３８９３ ０．５８２９３２ ０．９５１６０６ ０．７６４９４６
１９９８ ０．３４４３５３ ０．５３６１０６ ０．４２１３０２ ０．５９７２４２ ０．９６８５０８ ０．６１１５８２ ０．８９５０９１ ０．７４５２９１
１９９９ ０．３６２２７７ ０．５８６４６７ ０．４５３６０４ ０．２７７０９４ ０．９４４４０６ ０．７２０３２４ ０．８８０２５５ ０．７７９３４５
２０００ ０．４５１８１２ ０．５９９７４１ ０．５０９９２３ ０．２６３１１９ ０．８８７２１３ ０．５９０６４８ ０．７４９１８２ ０．７１７１４９

VP VV VWV WRTO

１９９１ ０．９６６２９４ ０．９１８５２６ ０．７６９７４９
１９９２ ０．９１５８２４ ０．９２３６５５ ０．７３９３０６
１９９３ ０．８３９９２９ ０．８４９２４９ ０．６７０９４８
１９９４ ０．８３６６９８ ０．７９６７０８ ０．６９６２５０
１９９５ ０．９０５９８２ ０．８７２０２２ ０．７４２０９７ ０．４８６７７３
１９９６ ０．８９７７６２ ０．８８０８４１ ０．７５４０７３ ０．５０１１８５
１９９７ ０．９３５８９８ ０．９３５７７６ ０．８０１８５３ ０．５４７６８０
１９９８ ０．９４３３１９ ０．９１２６６５ ０．７８３０７６ ０．５２５３１７
１９９９ ０．９８５１７４ ０．９５１５９８ ０．７８５９８９ ０．４７４２９０
２０００ ０．９３８８１２ ０．８７８４４１ ０．８１３７０９ ０．５２１７８２

１３ 郵政研究所月報 ２００２．６



表６ 事業者別効率性推計値（ケース２）

ALG ALNC ALP BC BIL BIN BM BN

１９９１ ０．９５９６２６ ０．９３４６２３ ０．８４４０２９ ０．９３７７１８ ０．６９１４７６
１９９２ ０．９５４７４９ ０．９３５１６５ ０．９２８７９７ ０．８７０６３９ ０．６５６０３１
１９９３ ０．９２１１１３ ０．９３８４３ ０．９２４０７３ ０．８１４０８４ ０．６３０６３８
１９９４ ０．９３３２７１ ０．９３２４６４ ０．９１３４８６ ０．８７３２４５ ０．６４９８４９
１９９５ ０．４８７５１８ ０．３９４５２３ ０．９３６４５７ ０．９５４９６２ ０．９５８４０ ０．８４６０８２ ０．６９２３１４
１９９６ ０．７２０６８１ ０．４０１３２８ ０．９５９０５６ ０．９４２２４９ ０．９７４２６１ ０．８２８９７３ ０．７４３５６９
１９９７ ０．９０８７１３ ０．４２０３０９ ０．９２９０８２ ０．９０１２３７ ０．９７１４０２ ０．７９５６５９ ０．６４１５０４
１９９８ ０．９３７９２２ ０．７５８９３３ ０．４５１２７３ ０．９６７５７ ０．９０４５５９ ０．９７６２１３ ０．７８００６９ ０．８７３７１８
１９９９ ０．９２７８２ ０．６９８４７２ ０．４５１２８４ ０．９２７０３２ ０．８９５９４１ ０．９７５９３６ ０．８０９４８９ ０．８６５８４３
２０００ ０．９２９７５８ ０．７８８４５６ ０．５０３０９６ ０．９４４９８ ０．８３５８６７ ０．９５８０７ ０．７４９５５ ０．７００８５７
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１９９１ ０．９６３００５ ０．８６６２９１ ０．５０４３２１ ０．５１４４６ ０．６７０５６１ ０．５８１３４６ ０．５４１９８３
１９９２ ０．９４８１２４ ０．８１３５３ ０．４９２９９８ ０．５９１５３１ ０．６２７１４６ ０．５６７２８５ ０．５５１７５９
１９９３ ０．９４８６４６ ０．８５７０６４ ０．５０３１３７ ０．６０１９０５ ０．５７９４４７ ０．６５２８０１ ０．５４５１５４
１９９４ ０．９４６８０５ ０．８３０４８９ ０．５４４６８５ ０．７２２０４４ ０．５５７２４６ ０．７４９１２７ ０．５３５３８３
１９９５ ０．９７６６０７ ０．８８６５１２ ０．５５０５５８ ０．７２９５５７ ０．５３６９５３ ０．９４６９２４ ０．５８０１６３
１９９６ ０．９７７６３４ ０．８７７０８５ ０．５２８５９４ ０．７３３７２ ０．５８２９８５ ０．９８１５３１ ０．４７１８４１ ０．６２５８８９
１９９７ ０．９７１６１３ ０．８２９４９９ ０．５６０９４９ ０．７３７２１６ ０．５８５１３２ ０．９６５８１ ０．４３２８４６ ０．６５３０１１
１９９８ ０．９７３２４ ０．８３４１３７ ０．７０９２９６ ０．５７５５２４ ０．５１９４８４ ０．９２２４１８ ０．６５５０６７ ０．７１７２８２
１９９９ ０．９７８１４３ ０．８０７６７４ ０．７３２４９５ ０．５９５６２８ ０．５９８４７４ ０．９０１８４５ ０．６８５７９９ ０．８２７７９８
２０００ ０．９５００７８ ０．７９６０３８ ０．８６１７９２ ０．６７８１２２ ０．６５７１８４ ０．７８８４４３ ０．７１０２３３ ０．８８６２５２
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１９９１ ０．３８３１１７ ０．４７３４６６ ０．３２８３０２ ０．９７８３７４ ０．３９９６８３ ０．９５２５６８ ０．７０４８０３
１９９２ ０．３５８９４４ ０．４７２９０２ ０．３１８３４９ ０．４１３４２５ ０．９７０７６ ０．４５１９１５ ０．９３５６４５ ０．６７３９１８
１９９３ ０．３５１２１６ ０．５００７４７ ０．３４１３５８ ０．３８８３４８ ０．８４９４５２ ０．４７１９５８ ０．８９７８１９ ０．６３３８５７
１９９４ ０．３４９１４３ ０．５１３０３６ ０．３４６８２６ ０．４０８３０７ ０．７７５３７５ ０．４９５６８３ ０．９４８６３７ ０．６１９０３３
１９９５ ０．３３９７９９ ０．５２３６８６ ０．３４７５８９ ０．４１９４７３ ０．８７４１１１ ０．５４９９４８ ０．９７７３９１ ０．６８４２５３
１９９６ ０．３０８５８ ０．５２７７０４ ０．３７３２７６ ０．３３６４７９ ０．９５５９０５ ０．６０１２１３ ０．９６４２５３ ０．７１８４８５
１９９７ ０．３０９７９８ ０．５３０６０７ ０．３８７５２９ ０．３７２８８１ ０．９５８８０６ ０．５８２９３４ ０．９５３５９２ ０．７７４８２９
１９９８ ０．３４３５４１ ０．５９８９４９ ０．４４５８６８ ０．６４７３５８ ０．９５９９０８ ０．６４１３５ ０．９０５１７７ ０．７４７４５６
１９９９ ０．３６２２４３ ０．６５５５０４ ０．４８１５９２ ０．３０１６４１ ０．９３６５３８ ０．７４７９２１ ０．８８８９８９ ０．７７１６３９
２０００ ０．４４６７４６ ０．６８５６１７ ０．５５１０４７ ０．２８７７２９ ０．８８７１６４ ０．６３８７７ ０．７６２８７３ ０．７０９４５７

VP VV VWV WRTO

１９９１ ０．９６９０８５ ０．９３７６７３ ０．７５７９３５
１９９２ ０．９２８５４３ ０．９４８７７５ ０．７３９１５３
１９９３ ０．８４８４２３ ０．８６８９６２ ０．６７１４２
１９９４ ０．８４７５３２ ０．８１１９３６ ０．７０６２０９
１９９５ ０．９１７３０１ ０．９００７１８ ０．７６１６８４ ０．４９１８９３
１９９６ ０．９１０４９７ ０．９０１２１６ ０．７６９８３４ ０．５０２４２２
１９９７ ０．９３８７４１ ０．９４１４６ ０．８１７７５９ ０．５４２６９
１９９８ ０．９４０６９８ ０．９１５８１１ ０．８０１１４５ ０．５２７８０８
１９９９ ０．９７３６５ ０．９３８７０３ ０．７９９７５２ ０．４７６７４８
２０００ ０．９１８７４１ ０．８５８９５６ ０．８２００５４ ０．５１６１０１

１４郵政研究所月報 ２００２．６



表７ 事業者別効率性推計値（ケース３）

ALG ALNC ALP BC BIL BIN BM BN

１９９１ ０．９５１７９４ ０．９６８６０６ ０．９５６８４１ ０．９６８９５８ ０．６８４０９１
１９９２ ０．９４６９５１ ０．９６９１１５ ０．９６５６０６ ０．９７１２２１ ０．６５７３１７
１９９３ ０．９４５２７４ ０．９６９１８６ ０．９６５４６ ０．９６７７７８ ０．６４９４４２
１９９４ ０．９４７１６６ ０．９７０５２５ ０．９６７０４５ ０．９７１８７３ ０．６７０６７
１９９５ ０．６６９１５３ ０．４２３４４２ ０．９５０４０ ０．９７５８４ ０．９７０８０７ ０．９７０６７３ ０．６８２８３４
１９９６ ０．９０１６７８ ０．４２７０２５ ０．９５２１０１ ０．９７５５０７ ０．９７２８０８ ０．９７０２１１ ０．７２８４１８
１９９７ ０．９５１３０８ ０．４４２８０９ ０．９５０３９５ ０．９７２７５９ ０．９７２０５８ ０．９６８５６８ ０．７２３１７１
１９９８ ０．９４９７９８ ０．６３１２３ ０．４５４５０２ ０．９５５１２ ０．９７１５７７ ０．９７１７２９ ０．９６６００８ ０．８８３３１９
１９９９ ０．９４８４２８ ０．５７３２６ ０．４２９２４３ ０．９４５２９９ ０．９６９６７ ０．９６９７８１ ０．９６５８３１ ０．９０２６８５
２０００ ０．９４１２５１ ０．６６２４０７ ０．４８６３２９ ０．９３８７５２ ０．９６６４８９ ０．９６７０３ ０．９６２５５ ０．８０６６３１

BO BW CNC CTV CWP RNY SF UTI

１９９１ ０．９６７５８５ ０．９７２７２５ ０．６２５９９８ ０．５１３４２９ ０．５８８８７９ ０．５８００２２ ０．４９１６２２
１９９２ ０．９６５８３８ ０．９６９７４５ ０．６２３９４９ ０．５８３７１ ０．５６８０２４ ０．５７５５６７ ０．４８４６１４
１９９３ ０．９６５７４６ ０．９７２１５１ ０．６４８５９２ ０．５９５８５５ ０．５４４７７８ ０．６７５２４８ ０．４６８９１８
１９９４ ０．９６６７３ ０．９７０３２６ ０．６８９２１８ ０．６８７７２６ ０．５３５２０１ ０．７６１５４８ ０．４６９２８７
１９９５ ０．９７２４９９ ０．９７３４４２ ０．６９５８４４ ０．７２１３２１ ０．５２６２３５ ０．８８５４３７ ０．４９１６９７
１９９６ ０．９７２７９５ ０．９７２７９７ ０．６７１７１２ ０．７０８９４３ ０．５８１８９７ ０．９１８１８７ ０．６０６２４６ ０．５１５７８４
１９９７ ０．９６９７０９ ０．９６９５６５ ０．７０００１７ ０．７２６７７８ ０．５８２１１２ ０．９０２１４４ ０．５６１８１５ ０．５２３４２３
１９９８ ０．９６９４２４ ０．９６８４０ ０．８２９９２５ ０．５８３７９ ０．５３５７７９ ０．８７７４２９ ０．７７８４１４ ０．５６２７５３
１９９９ ０．９６８５９５ ０．９６４２０５ ０．８３８６０７ ０．５９６１５５ ０．６０８９６１ ０．８６９０９５ ０．８００２６５ ０．６０６７２８
２０００ ０．９６４７６１ ０．９６４４４８ ０．９１０９９２ ０．６７６３５４ ０．６７１１０ ０．８０７０３１ ０．８２２５３３ ０．６５０４４８

UTNJ UTO UTP UTT VD VF VM VNJ

１９９１ ０．３５２５１２ ０．５０８１３６ ０．３４６９７７ ０．９７５１０７ ０．４３９０２８ ０．９７２２６８ ０．９４９５６４
１９９２ ０．３３３３２１ ０．５１４６９４ ０．３４４９１３ ０．３８１０３２ ０．９７４１２４ ０．５０２０３３ ０．９７０７６１ ０．９４２０４５
１９９３ ０．３２６１８９ ０．５４３００６ ０．３６９３１７ ０．３５７３６４ ０．９６６６７８ ０．５３０７９５ ０．９６９４０７ ０．９３２３７１
１９９４ ０．３２２５５３ ０．５７１９５７ ０．３７６５７ ０．３７９２２１ ０．９５９７４１ ０．５６３１８５ ０．９７２０３１ ０．９２９３６５
１９９５ ０．２９８９３９ ０．５７６９８２ ０．３７７３２９ ０．３９９４５４ ０．９６８９８ ０．６３５９２４ ０．９７３９５ ０．９３６５３２
１９９６ ０．２５８７０６ ０．５８１２９１ ０．４００６２６ ０．３３５１５ ０．９７３９１７ ０．６９００７３ ０．９７６２６ ０．９４３９９１
１９９７ ０．２５５４４９ ０．５８０４０５ ０．４２８４９５ ０．３６１６４７ ０．９７５８６ ０．６７９７０２ ０．９７６１２７ ０．９５２８６１
１９９８ ０．２７５５３１ ０．６４０４８３ ０．４７４５５３ ０．５６８７３ ０．９７５８８９ ０．７９５８５４ ０．９７３７５７ ０．９４５１１３
１９９９ ０．２８６１５９ ０．６７３５５１ ０．４９０５０５ ０．３２２２７８ ０．９７４４６８ ０．８７１１８８ ０．９７３２３３ ０．９４７０６５
２０００ ０．３５８２０２ ０．７００７６３ ０．５４４３３９ ０．３１６２９１ ０．９７２０７８ ０．７８９７０６ ０．９６５５０７ ０．９３２０９９

VP VV VWV WRTO

１９９１ ０．９６８１４３ ０．９６９３０１ ０．９６６７５５
１９９２ ０．９６５１７７ ０．９６８７７７ ０．９６５３６４
１９９３ ０．９５９３６４ ０．９６４１０ ０．９５９０８２
１９９４ ０．９６３２６５ ０．９５８６０３ ０．９６４３１５
１９９５ ０．９６８８７９ ０．９６５９０ ０．９６６６０５ ０．４８９９９７
１９９６ ０．９６８２８８ ０．９６６１４３ ０．９６７３７３ ０．４９１９３３
１９９７ ０．９６９８５７ ０．９６８９０７ ０．９７１８１２ ０．５１９９２４
１９９８ ０．９６８４７７ ０．９６５５１６ ０．９７０００５ ０．４７４２４７
１９９９ ０．９７１０２８ ０．９６７０１ ０．９７０８５７ ０．４１９４３５
２０００ ０．９６３４４８ ０．９５５７７２ ０．９７１２５８ ０．４４１５８３
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TFP生産性の変化は、先述したように、両者

の積として表される。

効率性変化率、技術変化率、両者の積としての

TFP生産性変化率に関して、全事業者の平均値

を図３に示す。生産性変化の大部分が技術変化に

よるものであるが、しかしながら、近年では技術

変化の低下を反映して、生産性変化に占める効率

性変化のウエイトが大きくなっており、生産性変

化に大きな影響を与えている。特に９７／９８年にお

ける生産性向上への影響が目立つ。これは１９９５―

６年を境に、各州の公益事業委員会によりプライ

スキャップ規制が導入されたというという経緯と

同調していると考えられる。RBOCとCLECで分

けて、その変化率を見た場合（図４、５）、特に

この傾向がCLECに関して強く現れている事がわ

かる。

６ まとめ

本稿では、米国地域通信産業における焦点を当

て事業者の効率性に対して、各種インセンティブ

規制導入が与えた効果を計測するとともに、近年

の生産性変化における効率性及び技術進歩の寄与

について計測を行った。本稿における分析の結果

は以下のとおりである。

表８ 時系列効率性の平均値

ケ ー ス １ ケ ー ス ２ ケ ー ス ３

全事業者 RBOC CLEC 全事業者 RBOC CLEC 全事業者 RBOC CLEC

１９９１ ０．７３３８４８０．８９２４１９０．５０４８ ０．７２２４７５０．８８４４ ０．４８８５８２０．７５９９２５０．９４３９８ ０．４９４０６７

１９９２ ０．７０９２７３０．８７１０６７０．４９８９４ ０．７０２１７７０．８６９５２５０．４８４６２５０．７４５３８７０．９４０９２６０．４９１１８６

１９９３ ０．６８８６８９０．８２９０４２０．５０６２３ ０．６８４３５ ０．８３１０７６０．４９３６０７０．７４９８３ ０．９３７３８７０．５０６００６

１９９４ ０．６９９９０６０．８２８９０２０．５３２２１２０．６９６０７９０．８２９８７２０．５２２１４８０．７６３８３１０．９３９３５８０．５３５６４７

１９９５ ０．７００５６９０．８６７８８ ０．５３３２５８０．７０２５１４０．８７４３６９０．５３０６６ ０．７４８８１１０．９４４４１１０．５５３２１２

１９９６ ０．７０６４４９０．８７８２２５０．５４６９４３０．７１１８２４０．８８６３８６０．５４９７３２０．７５６６６２０．９４９２７８０．５７７８０４

１９９７ ０．７０９７２３０．８６７６５１０．５６３０７５０．７１９０９７０．８７８８６ ０．５７０７４５０．７６１３９５０．９４９３５８０．５８６８５９

１９９８ ０．７３５４１ ０．８８０３９５０．６０９７５６０．７５１１３５０．８９０７４６０．６３０１３８０．７８２７６３０．９６０３３３０．６２８８６８

１９９９ ０．７３６３０３０．８８１８９７０．６１０１２２０．７５０５２１０．８８９９４８０．６２９６８４０．７７９４１４０．９６０７４８０．６２２２５７

２０００ ０．７２７０１９０．８２８５９５０．６３８９８７０．７４３６４４０．８３７８９９０．６６１９５６０．７８９６４８０．９４８５２５０．６５１９５５

図２ 時系列平均効率性 図３ 技術・効率性・生産性変化率

（全事業者平均）
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�インセンティブ規制の導入による事業者の効

率性改善に対して、純粋なプライスキャップ

規制方式の導入に関してのみ、有意な結果が

得られた

�ベル系地域通信事業者が高い効率性を維持し

てきた

�一方で、近年では、CLECの効率性が改善し

てきており、その差は縮小しつつある

�全般的には、地域電気通信産業においては、

技術進歩による効果が生産性変化に大きく寄

与しているが、近年では技術変化（フロン

ティアのシフト）の低下を反映して効率性変

化による寄与が上昇している

�特にCLECに関する効率性の変化が、生産性

変化に大きく影響している

表９

対前年比変化率（全事業者）

技術変化率 効率性変化率 TFP

９１／９２ ０．０７８６ ０．００４５ ０．０８３４

９２／９３ ０．０６８２ ０．００８０ ０．０７６８

９３／９４ ０．０５８１ ０．０２３０ ０．０８２４

９４／９５ ０．０４７８ ０．０１８４ ０．０６７１

９５／９６ ０．０３６５ ０．０１３７ ０．０５０８

９６／９７ ０．０２５９ ０．００９２ ０．０３５３

９７／９８ ０．０１５０ ０．０４７０ ０．０６２７

９８／９９ ０．００４１ －０．０１３３ －０．００９２

９９／００ －０．００７０ ０．０２５９ ０．０１８７

対前年比変化率（RBOC）

技術変化率 効率性変化率 TFP

９１／９２ ０．０７８６ －０．００６５ ０．０７１６

９２／９３ ０．０６７９ －０．００４８ ０．０６２８

９３／９４ ０．０５７６ ０．００２９ ０．０６０７

９４／９５ ０．０４７２ ０．００６６ ０．０５４１

９５／９６ ０．０３７０ ０．００６８ ０．０４４０

９６／９７ ０．０２６０ ０．００００ ０．０２６１

９７／９８ ０．０１４９ ０．０１５３ ０．０３０５

９８／９９ ０．００３８ ０．０００５ ０．００４４

９９／００ －０．００７３ －０．０１３６ －０．０２０９

対前年比変化率（CLEC）

技術変化率 効率性変化率 TFP

９１／９２ ０．０７３９ ０．０１７０ ０．０９２２

９２／９３ ０．０６８３ ０．０２３９ ０．０９３８

９３／９４ ０．０５８２ ０．０４９８ ０．１１１０

９４／９５ ０．０４８０ ０．０３５２ ０．０８４９

９５／９６ ０．０３６５ ０．０２２６ ０．０５９９

９６／９７ ０．０２５７ ０．０１７８ ０．０４３９

９７／９８ ０．０１５０ ０．０７８５ ０．０９４７

９８／９９ ０．００４３ －０．０２５１ －０．０２０９

９９／００ －０．００６７ ０．０６１４ ０．０５４３

図４ 技術・効率性・生産性変化率

（RBOC平均）

図５ 技術・効率性・生産性変化率

（CLEC平均）
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同じプライスキャップ規制でも収入分配を伴わ

ない純粋なプライスキャップ規制に関して有意な

結果が得られたことは、プライスキャップを巡る

理論的帰結に沿ったものと思われる。他の規制方

式については単独で有意な結論を得られず、その

影響について結論を出すことはできない。今後と

もさらなる検討が必要であろう。

RBOCとCLECについて大幅な効率性の差異が

見られたことについては、これまでCLECに関し

ては、

�高採算地域でのみ事業を行ってきた

�事業育成的な意味で比較的強い規制下におか

れたきた

といった事業運営環境を反映して、比較的非効率

な事業運営が可能な環境にあったと考えることが

できる。近年、この差が縮まりつつあるという傾

向については、CLECに関してもRBOCと同等の

規制制度が適用されてきたという傾向を反映した

ものと考えられる。もちろんプライスキャップ規

制の効果は、効率性改善にのみとどまるものでは

なく、またその効果が還元されるためには、料金

やネットワーク設備の高度化といったものに、こ

れらが結びついてゆく必要がある。しかしながら、

効率性という事業者運営に直結した指標でその効

果を計ることは他の評価指標に対する効果を検討

する場合にも有益ではないかと思われる。

TFP生産性については、近年、技術変化の寄

与が低下して、効率性改善による寄与度が高く

なっていた。とくにCLECによる効率性改善が、

生産性に大きく影響していた。CLECのように、

効率性の水準が低く、かつ生産性変化について効

率化改善要因が小さい（もしくは悪化している）

場合、制御不能な指標を用いる純粋なプライス

キャップ方式のように強力に事業効率化の促進を

促す制度の導入は有効であると思われる。しかし

ながら、RBOCのように、比較的高い効率性がす

でに達成されている場合、効率性改善による生産

性向上はそれほど期待はできないことになる。む

しろ技術変化が低い場合、投資促進のためにも低

いＸ値を設定するといったこともあるかもしれな

い。生産性の内訳を把握することで、事業者によ

り異なったＸ値もしくは規制方式を設定するとい

う選択もあり得るのではないだろうか。

プライスキャップという規制実施においては、

生産性を的確に計測することはそれ自身、キャッ

プの水準を決定するために必要なことではあるが、

加えて生産性変化をＹの構成要素から測ることは、

制度を効果的に運用してゆくうえで重要であると

思われる。
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